
タイヤ単体騒音対策検討会の設置について

１．目 的

タイヤは、運転条件によっては、走行時の騒音の主要な発生源のひとつであ

ると考えられること、タイヤは使用過程において交換され、市場において多種

多様な交換用タイヤが製造・販売されていることを考慮すれば、タイヤからの

騒音の低減は重要である。ＥＵにおいてはタイヤ単体騒音規制が実施され、現

在、その強化に向けた作業が行われており、今後、国連欧州経済委員会自動車

基準調和世界フォーラム（UN-ECE/WP29）においても同様の動きが予想される。

このような状況を背景として、平成 20 年 12 月の中央環境審議会中間答申※に

おいて、タイヤからの騒音の実態を調査し、その調査結果を踏まえ、ＥＵや

UN-ECE/WP29 の動向も参考にしつつ、タイヤ単体騒音規制について検討する旨の

提言がなされたところである。

このため、学識経験者、業界関係者等で構成されるタイヤ単体騒音対策検討

会を設置し、タイヤ単体騒音規制導入等について検討を行う。

※ 中央環境審議会答申「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方について（中間答申）」（平成

20 年 12 月 18 日）。この答申において、今後検討すべき課題として、自動車騒音試験方法の抜本

的見直しを提言。これを受けて、平成 23 年度を目標に最終答申とすべく中央環境審議会におい

て検討中。

２．検討事項及びスケジュール

（１）道路交通騒音低減効果の評価を踏まえたタイヤ単体騒音規制の導入の可

否について

（２）タイヤ単体騒音規制を導入することとした場合の規制値について

（３）タイヤ単体騒音規制を導入することとした場合の現状の定常走行騒音規

制を廃止することの可否について

上記の内容について平成 21 年度から検討を開始し、平成 23 年度を目途に

結論を出す。
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